
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 2,604 125 4 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

■ □ （ 箇 所 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2 2,604 113

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 箇 所 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 2,604 113

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 箇 所 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

－ 7 100 3 5 4

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） － 10 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ － 10 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 171 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 168 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 6,209 164 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

740 76 39 5 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 713 78 32

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 678 73 30

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

該当

自主的

259,636

意図
サービス提供により、障害者
の日常生活の支援と社会参加
を促進する。

小平市 東村山市 清瀬市

その他（　　　　　　　  ）

266,314 133,829 66,914

東久留米市障害者自立生活支援事業運営費補
助金交付要綱

該当

地域社会における自立生活を
助長するため、生活の場を提
供し、援護・指導を行う。

65,571

262,604

65歳未満の障害者（手帳所有
者）

地域生活を送るために、自立
プログラムにて、生活訓練や
宿泊訓練、相談事業を実施す
る事業所に経費の一部を補助
する

事業所に補助することで、市
が直接行なうよりも、利用者
に対して柔軟で適切に、自立
生活の支援が行なえる。

2,604

2,604

2,604

2,604

障害福祉課
地域支援係

障害者自立生活援
護活動支援事業

小平市

給付
事業

補助
事業

■

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度 ―年度)

対象

方向性：障害者が地域で自立生活を行う上で、自立
プログラムが必要である。それらを民間事業者が実
施することにより宿泊訓練等の柔軟かつ適切な支援
をすることができるため、今後も市が補助金を継続
する必要がある。財団の助成金が続く限り、現行の
補助金を続けていく予定。財団の助成金がなくなっ
たら、都の包括補助金に移行を予定している。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：
　東京都福祉保健財団から補助を受けている障害者
在宅介護支援団体に対し、市から補助を行う。障害
者が地域で自立生活を送る上では、自立プログラム
が必要である。それらを民間事業所が実施すること
により、宿泊訓練等の柔軟かつ適切な支援ができる
ため、妥当な補助金であり維持する。

2,630

25 2,629

25 2,629

12,675 272,311

12,342 278,656

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

指定管理

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

対象

市民で、在宅生活をしてお
り、身体障害者手帳所持者も
しくは知的障害、精神障害の
ある者

身 体 障 害
者 手 帳 ・
愛 の 手
帳 ・ 精 神
保 健 福 祉
手 帳 所 持
者

訪 問 系
サ ー ビ ス
を 利 用 し
て い る 人
の数

サ ー ビ ス
の 提 供 に
よ り 日 常
生 活 ・ 社
会 参 加 が
で き た 障
害 者 の 割
合 （ 利 用
者 数 ／ 支
給 決 定 者
数）

手段
・

内容

訪問系サービスを必要として
いる障害者へ支給の決定を行
い、その利用に対し、事業所
からの請求に基づきサービス
の給付費を支払う。

12,231 298,228

有効性 効率性

評価：障害者の自然増、高齢化によりサービス受給
者、利用量共に増加している。

285,997 136,272 72,580 77,145

66,673

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

意図その他（　          　  ）

根拠
法令
等 東久留米市障害者自立生活支援事業運営費補助金交付要綱

2,604

対 象 事 業
所数

補助金額
利 用 者 人
数

09-01-01

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

前年度において

示した方向性

① 生 活 寮
を 利 用 し
て い る 知
的 障 害 者
の 数 ② 生
活 寮 を 運
営 し て い
る 法 人 の
数

① 家 賃 助
成 を し て
い る 件 数
② 運 営 費
を 支 払 っ
た 生 活 寮
運営法人

要綱等
東久留米市知的障害者グループホーム等
運営費助成事業実施要領

意図

09-01-03

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

方向性：障害者総合支援法に基づく事業であり引き
続き継続する。負担率は国1/2、都1/4。

障害者訪問系サー
ビス事業

要綱等

128,642 64,321

09-01-02

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
２０歳以上の重度の脳性麻痺
者で、屋外活動が困難な身体
障害者手帳１級の者。

２ ０ 歳 以
上 の 重 度
の 脳 性 麻
痺 者 で 、
単 独 で 屋
外 活 動 が
困 難 な 身
体 障 害 者
手 帳 １ 級
の 者 （ 未
把握）

利用者数

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

補助
事業

重度脳性麻痺者介
護人派遣事業

知的障害者生活寮
事業

9,729

給付
事業

■ 該当

要綱等 東久留米市重度脳性麻痺者介護事業運営要綱

意図
外出困難な重度の障害者の生
活圏の拡大を図る。

09-01-04

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 障害者市総合支援法
対象

①就労しているまたは通所施
設等を利用している知的障害
者（愛の手帳所持者）②知的
障害者を入寮させている運営
法人。

① 市 内 の
愛 の 手 帳
を 所 持 し
て い る 18
歳 以 上 の
知 的 障 害
者 の 数 ②
運 営 法 人
の数

現状維持
28年度以降

方向性

方向性：東京都重度脳性麻痺者介護事業運営要綱に
基づく事業であり引き続き継続する。負担率は都
10/10。

2,266 2,435 367 5,068

有効性 効率性 達成度

指定管理 その他（補助・助成金 ）

3,969

障害者総合支援法

現状維持

8,824 8,824 741 9,565

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

東京都重度脳性麻痺者介護事業運営要綱　
6,574 6,574 734 7,308

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

１月に１２回を限度とし、屋
外への手引き、同行をしても
らう際にチケットを発行し、
利用した場合に介護人に利用
券を渡し、介護人には翌月に
月日、介護人氏名、住所、押
印した券を担当課へ請求し、
市から支払いをする。平成１
６年７月からは、介護人は家
族にみに限定。

評価：東京都重度脳性麻痺者介護事業運営要綱に基
づく、東京都補助事業で妥当であり維持する。

要綱等

8,968 8,968 761

外 出 し た
機 会 の 割
合 （ 利 用
券 の 回 収
枚 数 ／ 発
行枚数）

指定管理 その他（補助・助成金 ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市知的障害者グループホーム等運営費助成事業実施要領
東久留米市障害者グループホーム等支援事業実施要綱

4,701

2,277 371 4,340

小平市

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①本人に対しては、所得に応
じて、家賃助成を行なう。②
生活寮を運営している法人に
は、運営費を支払う。

評価：知的障害者グループホーム等家賃助成実施要
綱に基づく、東京都の補助事業である。地域移行支
援促進のため入所施設を退所した重度障害者等への
支援費を加えた。

要綱等

4,195 2,023 2,172 381 4,576

給付
事業

■
方向性：他県利用で都加算の該当とならない事業所
への運営委託費につき、公平性の面から今後も維持
する。

1,692

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　 ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,386 201 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,183 205 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,947 194 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,819 8,707 1,237 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　  　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,678 8,919 1,208

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 ■ □ 5,424 8,793 959

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

907 23,420
①5,700
②5,521

3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 858 23,420
①5,526

②5,840

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 747 23,420
①6,034

②7,005

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4,823 242 100 3 4 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4,702 222 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4,485 230 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

7,605 31,130

21,595 10,913 5,456 5,226 7,406 29,001

7,339 29,46622,127 11,063 5,531 5,533

09-01-07

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

障害者総合支援法地域生活支援事業実施要綱
東久留米市精神障害者地域生活支援センター事業実施要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

18,733

精神障害者障害者が住み慣れ
た地域で自立した生活が続け
られる

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

対象 地域生活を送る精神障害者

精 神 保 健
福 祉 手 帳
所持者数

事 業 委 託
費

利 用 実 績
（ ① 生 活
支 援 ② 相
談件数）

手段
・

内容

09-01-06

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

□ 該当

事 業 委 託
費

相談件数

東村山市

自主的

身 体 障 害
者 手 帳 ・
愛 の 手 帳
所持者

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

福祉サービス利用援助、社会
資源の活用、ピアカウンセリ
ング、各相談、情報提供等を
さいわい福祉センターの指定
管理業務にて実施

心身障害者地域自
立生活支援セン
ター事業

給付
事業

□

小平市

8,919

清瀬市

該当

指定管理

その他（　　　　　　　  ）

82 23,502

有効性 効率性

評価：
　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の必
須事業であり、妥当であり維持する(相談支援事業
および地域活動支援センター事業を実施)。
補助基準額の１／２が市の負担であり、機能強化事
業については国１／２、都１／４、市１／４の負担
となっている。

23,420 2,043

方向性：
　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の必
須事業で、今後も継続する必要がある。

18,773 82 23,502

2,644

18,776 85 23,505

意図

23,420 2,017 2,630

日常生活の支援、地域交流、
集いの場、相談等を社福法人
に委託にて実施

その他（　　　　　　　  ）

373,585 160,608 80,303

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

175,855

意図
障害者や家族の生活を支援
し、在宅障害者の自立と社会
参加を図る

さいわい福祉センター条例、施行規則（市）、 東久留米市相談支援事業実施要綱(市)、東
久留米市障害者地域自立生活支援センター事業実施要綱(市)

8,707 8,707

その他（　　　　　　　  ）

8,793 8,793

西東京市

134,386 135,481

422,857 199,898 99,949

意図
グループホーム等で日常生活
をしながら適切な指導を受け
る。

123,010

要綱等

要綱等

指定管理

現状維持

効率性

手段
・

内容

補装具が必要な身体障害者
（児）に補装具交付・修理を
決定し、住民税の課税状況に
応じた自己負担を決定する。

障害者総合支援法

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

23,525 11,931 5,965 5,629

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

達成度

前年度において

示した方向性

前年度において

示した方向性

132,674 741 374,326

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
　相談支援事業は障害者総合支援法の地域生活支援
事業のうち必須事業であり妥当であり維持する。

82 8,789

82 8,875

8,919 85 9,004

有効性

現状維持

現状維持
28年度以降

方向性

方向性：
　相談支援事業は障害者総合支援法の地域生活支援
事業のうち必須事業であり、今後も継続する必要が
ある。

努力義務的 障害者総合支援法(相談支援事業)

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

現状維持

達成度

対象
18歳以上の身体障害者、知的
障害、精神障害のある市民。

18 歳 以 上
の 身 体 ・
知 的 ・ 精
神障害者

居 住 系
サ ー ビ ス
を 利 用 し
て い る 人
の数

居 住 系
サ ー ビ ス
を 受 け ら
れ た 人 の
割 合
（ サ ー ビ
ス 受 給 者
／ 支 給 決
定者数）

手段
・

内容

居住系サービスを必要として
いる障害者へ支給の決定を行
い、その利用に対し、事業所
からの請求に基づきサービス
の給付費を支払う。

734 446,456

有効性 効率性

評価：障害者の地域移行により、施設入所支援の利
用者が減少し、グループホームの利用者が増加して
いる。

445,722

761 423,618

方向性：障害者総合支援法に基づく事業であり引き
続き継続する。負担率は国1/2、都1/4。

前年度において

示した方向性

09-01-05

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

障害者総合支援法

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

障害者居住系サー
ビス事業

要綱等

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

小平市 東村山市 清瀬市

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

09-01-08

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
身体障害者手帳を所持する市
民。

身体障害
者の数

補 装 具 を
給 付 し た
件数

必 要 な 助
成 を 受 け
ら れ た 人
の割合

補装具交付事業

補装具を交付することで、障
害者の日常生活上の不利を軽
減する。

対象
市内在住の心身障害者および
家族や介護者等

精神障害者地域生
活支援センター事
業

要綱等

23,420 2,015 2,629

給付
事業

□ 該当

評価：障害者総合支援法に基づく事業で、妥当であ
り維持する。

要綱等

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

意図

方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,819 2,091 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,678 2,028 100

■ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,424 1,908 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,793 569 907 4 1 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,796 545 858

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,722 482 785

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

310 310 4,823 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 329 329 4,702

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 346 346 4,485

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,478 1,478 1,478 4 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,306 1,306 1,306

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,284 1,284 1,284

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

28年度以降
方向性

拡大

0

0 881 881

評価：国および都から事務費交付金を受けるている
事業であり（平成26年度829,048円)、市は受付進達
事務をしているため、妥当であり維持する。平成27
年1月より難病の患者に対する医療等に関する法律
が施行され、対象疾病が82疾病から110疾病に拡大
された為、対象者が急増している。同時に小児慢性
疾患も法改正があり、514疾病から704疾病に拡大し
ている。昨年度までの人件費の見積もりを実態に合
わせて修正した。

方向性：疾患数については、平成27年夏頃に第2次
疾病数拡大により306疾病に拡大予定。また、平成
28年度には第3次疾病数拡大の実施が予定されてお
り、今後も患者数は増大していく予定である。受付
進達事務も数年で急増し、現在の倍以上の業務量に
なる見込みである。

達成度

0 917 917

現状維持

592

効率性

要綱等

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

達成度

精 神 保 健
福 祉 手 帳
所持者

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
 精神保健福祉法に基づく事業であり、妥当であ
る。市は受付交付事務のみ行なっている。

576 576

対象
精神疾患を有するもので、長
期的に日常生活や社会生活で
の制約がある者

自 立 支 援
医 療 （ 精
神 障 害 者
通 院 ） 申
請者数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

評価：事務費等交付金50,391円を受け、身体障害者
福祉法に基づく事業であり、妥当である。市は受付
交付事務のみ行っている。
 


要綱等

0

1,003 1,003

有効性 効率性

医 療 費 助
成 受 給 対
象者

医 療 費 助
成 受 給 対
象者

医 療 費 助
成 受 給 対
象者

前年度において

示した方向性
現状維持

該当

09-01-10

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

補助
事業

精神障害者保健福
祉手帳受付事務

給付
事業

□ 該当

申 請 等 受
付者数

小平市

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

身体障害者手帳の交付申請を
受理し、東京都に進達する。
その後、東京都によって作成
された手帳について、取得者
に通知をする。

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

09-01-12

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

日常生活用具給付
事業

給付
事業

■

対象

身体障害者手帳、愛の手帳を
所持する市民及び一部の精神
保健福祉手帳を所持する市
民。

□ 該当
日 常 生 活
用 具 が 給
付 さ れ た
人の数

必 要 な 助
成 を 受 け
ら れ た 人
の割合

前年度において

示した方向性
現状維持

小平市

自主的

清瀬市

該当

592

手段
・

内容

精神保健福祉手帳に係る各種
申請・届出を受付し都へ進
達。都で作成された手帳・結
果通知を本人へ交付する。

713 713

有効性

努力義務的義務的

□

清瀬市

988 23,287

西東京市

4,582 11,124 1,014 25,885

その他（　　　　　　　  ）

身 体 障 害
者 手 帳 、
愛 の 手 帳
を 所 持 す
る市民

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

努力義務的
障害者総合支援法、東久留米市障害者地域生活支
援事業の費用負担等に関する条例

東村山市

日常生活用具が必要な身体障
害者（児）、知的障害者
（児）、精神障害者（児）に
日常生活用具を支給し、住民
税の額に応じて自己負担額を
決定する。

要綱等

要綱等 東久留米市日常生活用具費支給事業実施要綱

意図
障害の状況に応じて日常生活
用具を給付し、障害者の日常
生活の安定を図る。

自主的
28年度以降

方向性

評価：：障害者総合支援法に基づく地域生活支援事
業の必須事業で妥当であり維持するとともに福祉用
具の開発に伴い対象品目と対象者の見直しを適宜
行っていく。

24,871 9,165

東久留米市障害者地域生活支援事業の費用負担等に関する条例施行規則　東久留米市日常
生活用具費支給事業実施要綱  東久留米市日常生活用具費支給事業実施要綱

28,313 10,433 5,216 12,664 979

現状維持

有効性 効率性 達成度

29,292

0

要綱等

意図
手帳所有に基づき、各福祉制
度等を活用し、住み慣れた地
域で自立した生活を送る。

方向性：義務的事業であり、妥当であるため、現状
維持で行っていく。

東村山市

09-01-11

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
身体に障害を有する人が援護
を受けるために必要な手帳を
申請する市民。

手 帳 交 付
件 数 （ 新
規 、 更
新 、 再 交
付）

手 帳 交 付
申 請 件 数
（ 新 規 、
更 新 、 再
交付）

補助
事業

身体障害者手帳受
付事務

給付
事業

09-01-09

障害福祉課
福祉支援係

意図
障害の状況に応じて、各種の
サービスを講じやすくする。

方向性：身体障害者福祉法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。

8,154 8,154

有効性

8,450 8,450

□ 該当

要綱等

方向性：障害者総合支援法に基づく地域生活支援事
業の必須事業で、今後も継続する必要がある。負担
率は国1/2、都1/4、市1/4となっている。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

22,299

0

8,377 4,188 9,734

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 8,228 8,228

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

身 体 障 害
者 手 帳 所
持者

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

身体障害者福祉法、身体障害者福祉法施行規則 効率性 達成度

□ 該当

0

意図 医療費の自己負担額の軽減

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

給付
事業

□ 該当

要綱等

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 難病の患者に対する医療等に関する法律

対象
難病及び小児慢性疾患医療費
受給者

補助
事業 手段

・
内容

難病及び小児慢性疾患医療費
助成申請手続きの説明及び受
付

□

小平市 東村山市 清瀬市

難病・小児慢性疾
患受付事務

東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則 、児童福祉法

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,603 381 228 2 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,332 361 272

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,029 345 264

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 21,289 2,532 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

■ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 20,842 2,572

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 ■ □ 6,171 22,727 2,860

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 641 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 613 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 6,209 579 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 117 117 1 4 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5 172 172

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 5 201 201

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

前年度において

示した方向性
現状維持

政 策 的(改正実施年度　　年度)

・東久留米市日中一時支援事業実施要綱

要綱等

1,051,760

28年度以降
方向性

現状維持

補助
事業 手段

・
内容

義務的 努力義務的

対象

■

支給決定の仕組みの透明化、
明確化を図る。

該当

意図
一時的に預かることにより、
家族の負担を軽減し、在宅障
害者の生活を支援する。

行政補完的(改正実施年度　　年度)

小平市 東村山市 清瀬市

手 帳 所 有
者 （ 身
体 ・ 知
的 ・ 精
神）

事 業 委 託
料

事 業 利 用
延べ日数

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

移動支援費支給事
業

要綱等 東久留米市移動支援費支給事業実施要綱

意図

サービスを利用することによ
り、障害者の地域での自立生
活及び社会参加の充実を図
る。

196 21,485

日中一時支援が必要な対象者
から申請書を提出してもら
い、利用決定をする。利用者
は、事業所と契約し、サービ
スの提供を受ける。事業所は
市に月毎の委託料を請求す
る。

21,289 10,645 5,322

在宅の障害者・児。

日中一時支援事業
給付
事業

□ 該当

要綱等

障害者総合支援法（国）、 東久留米市日中一時支援事業実施要綱（市）

要綱等

20,842 10,421 5,210 5,211 203 21,045

198 22,925

西東京市

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的

その他（　　　　　　　  ）

東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

意図

地域での自立した生活に向
け、入所施設、新体系サービ
スに移行した通所施設等の日
中活動の場を提供する。

09-01-14

行政補完的(改正実施年度　　年度)

5,682 5,682

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

969,785 503,914 251,956 213,915 1,482 971,267

西東京市

5,322

指定管理 その他（　   　  ）

22,727 11,363

評価：
　障害者総合支援法の地域生活支援事業になってい
るため、妥当であり維持する。なお、平成24年度よ
り、定員の拡大および委託事業所を１事業所拡大し
（全５事業所）利用者ニーズに対応している。

方向性：
　障害者総合支援法の地域生活支援事業になってい
るため、今後も継続する必要がある。

達成度有効性 効率性

障害者総合支援法
1,144,869 569,810 287,529 287,530 1,469 1,146,338

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
身体障害者手帳、愛の手帳を
所持する市民。知的障害、精
神障害のある市民

手段
・

内容

日中活動系サービスを必要と
している障害者へ支給の決定
を行い、その利用に対し、事
業所からの請求に基づきサー
ビスの給付費を支払う。

評価：障害者の自然増や受給者の高齢化により給付
費は増加している。

09-01-15

方向性：障害者総合支援法に基づく事業であり引き
続き継続する。負担率は国1/2、都1/4。

小平市 東村山市 清瀬市

手 帳 所 有
者 （ 身
体 ・ 知
的 ・ 精
神）

日 中 活 動
系 サ ー ビ
ス を 利 用
し て い る
人の数

サ ー ビ ス
の 提 供 に
よ り 必 要
な 訓 練 等
を 受 け ら
れ た 人 の
割 合
（ サ ー ビ
ス 利 用 者
数 ／ 支 給
決 定 者
数）

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

現状維持
障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

障害者日中活動系
サービス事業

524,840 262,420 264,500 1,522 1,053,282

給付
事業

■ 該当

要綱等

09-01-13

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的
障害者総合支援法
東久留米市移動支援費支給事業実施要綱

対象
屋外での移動に困難がある障
害者・児。

視 覚 障
害 ・ 知 的
障 害 ・ 精
神 障 害 者
(児 )、両
上・下肢1
級 の 身 体
障 害 者
（児）

移 動 支 援
を 利 用 登
録 し て い
る人の数

移 動 支 援
を 利 用 し
た人の数

前年度において

示した方向性

方向性：障害者総合支援法に基づく地域生活支援事
業の必須事業で、今後も継続する必要がある。負担
率は国1/2、都1/4、市1/4となっている。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

東久留米市障害者地域生活支援事業の費用負担等に関する条例
東久留米市障害者地域生活支援事業の費用負担等に関する条例施行規則

48,354 17,819 8,909 21,626 1,631 49,985

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

移動支援が必要な対象者から
申請書を提出してもらい、障
害の種別、住民税の有無、年
齢によって、利用時間及び利
用料を決定する。利用者は、
事業所に利用料を支払い、代
理受領方式により事業者から
の請求に基づき、移動支援費
を支払う。

評価：障害者総合支援法で、地域生活支援事業によ
る市町村の必須事業となっているため維持する。自
立支援法改正により、視覚障害者への給付の一部が
自立支援給付の「同行援護」に移行することとなっ
た。また、24年度からは要綱を改正し、全身性障害
者も対象とした。

要綱等

47,955 17,672 8,836 21,447 1,690 49,645

給付
事業

■ 該当

指定管理 その他（               ）

47,546 16,164 8,082 23,300 1,646 49,192

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

09-01-16

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
手帳所持者(身体・知的・精
神)。

委員定数 認定件数 決定者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

障害者総合支援法
2,047 753 376 918 204 2,251

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容
障害支援区分の認定を行う。

評価：障害者総合支援法に基づく事業であり、妥当
であるので維持する。

方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

3,115 1,504 752 859 206 3,321

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

認定審査会事業

要綱等

2,411 887 443 1,081 212 2,623

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,060 3 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,080 3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,082 3 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,639 4 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,629 4 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,605 4 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4,739 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4,613 78 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4,391 73 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

92,668 603

要綱等
・東久留米市障害者福祉手当条例
・東久留米市障害者福祉手当条例施行規則

意図
日常生活や社会生活の中で制
約を受ける障害者に対し、所
得保障を行なう。

東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

意図 障害の程度の軽減。

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

医療給付が必要な障害者から
事前に必要書類を提出しても
らい、心身障害者福祉セン
ターで要否判定を行なう。該
当者には医療券を交付し、入
院等に要した費用を医療機関
に支払う。

支給回数

日 常 の 生
活 の 経 済
的 負 担 が
軽 減 さ れ
た 助 成 者
の 数 ／ 全
助成者数

市福祉手当支給事
業

93,605 625 94,230

給付
事業

■ 該当

努力義務的

対象

身体障害者手帳1～４級、愛
の手帳1～４度、脳性麻痺、
進行性筋萎縮症で在宅の人
（併給・所得制限あり）

手段
・

内容

障害者福祉手当（月額6,700
円、4,000円）を3ヶ月に一度
支給する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①特別障害者手当（月額
26,000円）、障害児福祉手当
（月額14,140円）、経過的福
祉手当（月額14,140円）を
3ヶ月に一度支給②受給資格
管理.

意図
日常生活や社会生活の中で制
約を受ける障害者に対し、所
得保障を行なう。

清瀬市

対 象 の 人
数

意図
日常生活や社会生活の中で制
約を受ける障害者に対し、所
得保障を行う。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

09-01-18

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者手帳1・2級、愛の
手帳1～3度、脳性麻痺、進行
性筋萎縮症で20歳以上の在宅
の人（所得制限あり）

補助
事業 手段

・
内容

心身障害者福祉手当（月額
15,500円）を4ヶ月に一度支
給する。

815 199,835

有効性 効率性

□

都福祉手当支給事
業

要綱等

198,819 198,819 845 199,664

給付
事業

■ 該当

要綱等
・東久留米市心身障害者福祉手当条例
・東久留米市心身障害者福祉手当条例施行規
則

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「各種手当の適正
化」

東京都心身障害者福祉手当に関する条例
東京都心身障害者福祉手当に関する条例施行規則

199,020 199,020

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

196,773 196,773 823 197,596

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：都の事業であり継続して維持する。

方向性：都の事業であり継続して維持する。

28年度以降
方向性

縮小

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

87,807 87,807 609 88,416

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「各種手当の適正
化」

東久留米市障害者福祉手当条例
東久留米市障害者福祉手当条例施行規則

効率性

09-01-19

方向性：近隣市の状況等を踏まえ、見直しを検討す
る。

小平市 東村山市 清瀬市

対 象 の 人
数

支給回数

日 常 の 生
活 の 経 済
的 負 担 が
軽 減 さ れ
た 助 成 者
の 数 ／ 全
助成者数

前年度において

示した方向性障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

92,668

更生医療事業 該当

要綱等
方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

達成度

□

自主的 義務的

93,271

有効性

評価：障害者の自然増などにより、受給者数が増加
している。

現状維持

要綱等

93,605

09-01-17

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

対象

日常生活において常時の介護
を必要とする在宅の重度障害
者（児）で障害程度が国の基
準を満たす人.

日 常 生 活
に お い て
常 時 の 介
護 を 必 要
と す る 在
宅 の 重 度
障 害 者
（ 児 ） で
障 害 程 度
が 国 の 基
準 を 満 た
す人

① 支 給 回
数 ② 申 請
等 （ 認 定
請 求 、 各
種 異 動
届 、 喪 失
届 、 現 況
届 等 ） の
件数

日 常 の 生
活 の 経 済
的 負 担 が
軽 減 さ れ
た 助 成 者
の 数 ／ 全
助成者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令
東久留米市障害児福祉手当及び特別障害者手当等事務負担金細則

52,396 39,110 13,286 367 52,396

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

09-01-20

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者手帳が交付された18
歳以上の者で、その障害部位に
医療を施すことによって、その
障害除去またはその程度を軽減
し、日常生活の回復を図ろうと
している身体障害者。

18 歳 以 上
の 身 体 障
害 者 手 帳
所持者

医 療 給 付
を 決 定 し
た 障 害 者
の数
 
 
 
 
 
 
 
 


障 害 が 除
去 ま た は
軽 減 し た
障 害 者 の
割 合 （ 更
生 医 療 利
用 者 ／ 申
請者）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

評価：特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ
るもので妥当であり維持する。

国福祉手当支給事
業

要綱等

50,056 37,511 12,545 381 50,437

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害児福祉手当及び特別障害者手
当等事務負担金細則

評価：障害者総合支援法に基づく事業であり、妥当
であるので維持する。

要綱等

123,287 61,912 30,878 30,497 381 123,688

給付
事業

■

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

49,444 37,083 12,361 371 49,815

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：特別児童扶養手当等の支給に関する法律に
基づく事業で今後も継続する必要がある。負担率は
国3/4、市1/4となっている。

達成度

小平市 東村山市

障害者総合支援法
125,339 62,942 31,471 30,926 367 125,706

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

107,779 53,874 26,937 26,968 371 108,150

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

93 3 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 93 3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 97 3 100

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,439 2,624 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,430 2,509 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,404 2,480 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,281 752 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,168 733 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,113 694 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,793 3,146 100 3 1 2

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,796 2,905 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 1,722 2,649 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

42,063 823 42,886

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

42,063

支給回数

日 常 の 生
活 の 経 済
的 負 担 が
軽 減 さ れ
た 助 成 者
の 数 ／ 全
助成者数

■

難病者福祉手当支
給事業

要綱等

43,937 43,937 845 44,782

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市難病者福祉手当条例
東久留米市難病者福祉手当条例施行規則

意図
日常生活や社会生活に制約を
受ける難病者に対し、所得保
障を行なう。

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

4,041

給付
事業

3,892 149

前年度において

示した方向性
縮小

住宅手当支給事業 該当

要綱等 東久留米市障害者住宅手当支給実施要綱

意図
日常生活や社会生活の中で制
約を受ける障害者に対し、所
得保障を行なう。

方向性：平成２６年度に見直しをしており、今後も
継続して維持する。

28年度以降
方向性

現状維持

3,892

09-01-21

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者1・2級、愛の手帳
1～3度、脳性まひ、進行性筋
萎縮症の人で民間住宅居住者
（所得制限あり）

対 象 の 人
数

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「各種手当の適正
化」東久留米市障害者住宅手当支給実施要綱

4,018 4,018 144 4,162

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

障害者住宅手当（月額3,500
円）を4ヶ月に一度支給す
る。

評価：平成２６年７月より対象を非課税世帯のみと
し、すでに受給している対象者については、都手当
の基準を超えない限り支給している。
都内では武蔵野市、府中市、国立市で実施してい
る。

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,015 4,015 145 4,160

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

09-01-22

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者手帳1・2級、愛の
手帳1・2度、難病医療費助成
を受けている一部の方（所得
制限あり）

対 象 の 人
数

請求件数

経 済 的 負
担 が 軽 減
さ れ た 助
成 者 の 割
合

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市福祉タクシー等事業実施要綱
東久留米市障害者自動車ガソリン費等助成事業実施要綱

19,154 19,154 2,039 21,193

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①タクシー費　利用実績によ
り6ヶ月1万円を限度に年2回
支給
②ガソリン費　利用実績によ
り1リットルにつき55円を3ヶ
月150リットルまで支給

評価：平成２６年度末の支給決定者１，４３９人の
うち、タクシー助成受給者は９３５人、ガソリン助
成受給者は５０４人となっている。

移動経費負担軽減
事業

要綱等

18,444 18,444 2,113 20,557

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市福祉タクシー等事業実施要綱
東久留米市障害者自動車ガソリン費等助成事業実施要綱

意図
日常生活における外出機会や
社会参加を促進するため、移
動経費を軽減する。

方向性：障害者の移動支援のため必要な事業であ
り、継続して維持する。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

18,195 18,195 2,057 20,252

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「各種手当の適正
化」

拡大

東久留米市難病者福祉手当条例
東久留米市難病者福祉手当条例施行規則

46,379 46,379 816 47,195

有効性 効率性 達成度

評価：
　難病者を対象に支援しているものであり、市の役
割として、妥当であり維持する。既に、平成17年度
より、他手当の併給制限や所得制限を導入してい
る。平成27年1月難病新法施行のため国及び都の医
療費助成の対象が110疾病に拡大した。その為、平
成27年4月より難病手当の規則改正をして、手当受
給対象を82疾病から110疾病に拡大した。

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

特殊疾病にかかっている、都
の難病医療費等助成制度の該
当者、または身体障害者手帳
で確認のできる人

対 象 者 の
人数

手 当 受 給
者数

経 済 的 負
担 が 軽 減
さ れ た と
感 じ て い
る 者 の 割
合/全助成
者数

前年度において

示した方向性

①難病者福祉手当（月額
5,000円）を3ヶ月に一度支給
②受給資格管理

方向性：
　国の方針では、今後も難病医療費助成の対象疾病
を拡大（平成28年夏に第２次疾病数拡大、平成29年
度第３次疾病数拡大を予定）する予定のため、当市
においても、受付窓口の充実、予算の検討、難病手
当の条例・規則の改正等が今後必要になる。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

09-01-23

障害福祉課
地域支援係

現状維持
28年度以降

方向性

3,310 3,310

有効性 効率性

方向性：義務的事業であり、妥当であるため、現状
維持で行っていく。

自立支援医療費
（精神通院）受付
事業

要綱等

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

障害者総合支援法、東京都精神障害者都営交通乗車証条例施行規則
0

達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

通院医療費公費負担に係る各
種申請・届出を受付、都に進
達する。後に都で作成された
受給者証・結果通知を交付す
る。東京都精神障害者都営交
通乗車証については、申請書
を受付し、都営交通の無料乗
車券を発行する。

評価：
 事務費交付金99,163円を受け、障害者総合支援法
に基づく事業であり、妥当である。

0 2,746 2,746

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

意図

通院医療費助成により経済的
負担を軽減。また受診継続を
図ることができる。東京都精
神障害者都営交通乗車証につ
いては、障害者等が無料で都
営交通を利用できる。

09-01-24

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

精神科での通院医療が必要な
人、精神障害者手帳所持者
（東京都精神障害者都営交通
乗車証対象者）

精 神 科 通
院 が 必 要
な人

受付件数

医 療 費 の
経 済 的 負
担 が 軽 減
さ れ た 助
成 者 の 数
／ 全 助 成
対象者給付

事業
□ 該当

指定管理 その他（都営交通乗車証に関しては、都営交通の定期券発売所でも発行している）

0 2,674 2,674

小平市 東村山市 清瀬市

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,018 765 100 3 2 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,028 703 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,043 626 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 802 12 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 806 12

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 6,209 941 15

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,903 0 0 － － －

障害福祉課長
後藤　寿之

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

成年後見制度利用支援事業実施要綱 □ 特財の廃止（予定含） 1,834 1 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,724 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7,612 5 3 5 4 4

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 7,474 2 2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 7,146 6 4

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

09-01-25

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者手帳1・2級（内部
障害は3級まで）、愛の手帳
1・2度の人（所得制限あり、
65歳以上新規は対象外）

対 象 の 人
数

助成件数

医 療 費 の
経 済 的 負
担 が 軽 減
さ れ た 助
成 者 の 数
／ 全 助 成
対象者

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

心身障害者医療費
助成事業

該当

要綱等 ・心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則

意図

重度の心身障害者の医療費に
ついて、自己負担分の一部又
は全部を助成することによ
り、費用負担を軽減する。

方向性：東京都の心身障害者の医療費の助成に関す
る条例に基づく補助事業であり妥当であり維持す
る。

心身障害者の医療費の助成に関する条例
6,000 6,000 2,447 8,447

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

申請の受付等進達事務、都外
医療機関等の利用で生じた自
己負担金の償還払いを行う。

評価：東京都の心身障害者の医療費の助成に関する
条例に基づく補助事業であり妥当であり維持する。

要綱等

5,119 5,119 2,536 7,655

給付
事業

■

東京都都営交通無料乗車券発行規程
0 784 784

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

6,365 6,365 2,469 8,834

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

障害者等の自立と社会経済活
動への参加を支援する。

方向性：事務費補助金を受けており、都の制度であ
るので維持する。

09-01-26

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害者手帳所持者、愛の
手帳所持者、戦傷病者、原爆
被爆者、生活保護受給世帯、
児童扶養手当受給世帯、被救
護者の希望者

対 象 の 人
数 （ 障 害
福祉課）

受付件数

都 営 交 通
を 無 料 で
利 用 で き
る 人 数 ／
発行数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

小平市 東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

申請書を受付し、都営交通の
無料乗車券を発行する。

評価：事務費補助金を受けており、都の制度であ
る。

都営交通無料乗車
券発行事業

要綱等

0 812 812

給付
事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 791 791

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

1 3 22 29

手段
・

内容

障害福祉課に通報、相談の窓
口（日中は障害福祉課、土日
祝、夜間は専用携帯）を設置
する。

0 0

□ 該当

要綱等

意図

09-01-27

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 手帳所持者(知的・精神)。

左 記 対 象
の人数

受付件数
市 長 申 立
率

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

障害者総合支援法
0

有効性 効率性 達成度

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度 　年度) 政 策 的(改正実施年度 24年度)

手段
・

内容

審判の請求を行いかつ審判請
求に要する費用を負担する。
また、成年後見等に関する報
酬の助成を行う。

評価：平成24年度より地域生活支援事業の必須事業
に位置付けられ事業開始。

障害者成年後見制
度利用支援事業

要綱等

7 3

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
判断能力が不十分になっても
住み慣れた地域で安心して生
活できるようにする。

方向性：障害者総合支援法に基づく地域生活支援事
業の必須事業で、今後も継続する必要がある。負担
率は国1/2、都1/4、市1/4となっている。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

106 37 18 51 845 951

自主的 義務的 努力義務的

対象

身体障害、知的障害、精神障
害（発達障害を含む）、その
他心身の機能に障害がある
者。

左 記 対 象
の人数

方向性：障害者虐待防止法に基づく事業であり、今
後も維持する必要がある。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

18 0 0

評価：障害者虐待防止法平成24年10月1日から施行
され、それを受けてマニュアルを作成。障害福祉課
に虐待防止センター機能を持たせており、土日祝夜
間の対応ができるよう、携帯電話２台を購入した。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

18

指定管理 その他（　　　　　　　 ）

0 0 0

前年度において

示した方向性

障害者虐待防止法
27 9 4 14 816 843

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

1,152 1,170

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

09-01-28

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

通 報 、 相
談 、 取 扱
い件数

状 況 の 改
善 、 解 決
に 至 っ た
件数

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
虐待を受けた障害者の迅速か
つ適切な保護及び養護者に対
する支援を行う。

障害者虐待防止相
談事業

要綱等

政 策 的(改正実施年度　　年度)

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 09

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 09-01健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 障害者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

日常生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 15 621 5 1 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ ヶ 所 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 7 114

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ ヶ 所 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 6,209 5 24

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ ヶ 所 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,723 16 6 5 1 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,536 16 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 6,171 16 3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 回 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

907 870 27 5 1 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 848 319 7

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 日 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

17,975 22 100 3 1 2

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 18,011 29 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

現状維持

障害者虐待防止法（国）
障害者施策推進区市町村包括補助事業補助要綱（都）

870 435 435 131 1,001

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

評価：平成２４年１０月１日に「障害者虐待の防
止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」
が施行された。なお、この法では「市町村は、養護
者による障害者虐待を受けた障害者について、生命
又は身体に重大な危険が生じるおそれがあると認め
られる障害者を一時的に保護するため迅速に障害者
支援施設等に入所させる等の措置を講ずること」と
しているため、妥当であり維持する。都１／２、市
１／２の負担となっている。

136 455

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

地域で生活する精神障害者の病
状が不安定になったときや家族
等の都合により介護者等がいな
くなったときなど、入院しない
で休息をとることができるよう
グループホームにショートステ
イし、精神障害者の地域生活を
支援する。

方向性：
　「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支
援等に関する法律」の規定があるため、継続する必
要がある。今後は、虐待防止等の緊急的対応が必要
な場合などにも、このショートステイの機能を活用
する。

319

09-01-31

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内に住所を有する18歳以上
65歳未満の精神障害者。

18 歳 以 上
の 手 帳 を
所 持 し て
い る 精 神
障害者

事 務 委 託
料

サ ー ビ ス
を 利 用 し
た日数

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

地域における障害者福祉施策
の充実に繋がり、障害者の自
立生活や社会参加が促進され
る。

精神障害者都型
ショートステイ事
業

地域で生活する精神障害者の
病状が不安定になったときや
家族等の都合により介護者等
がいなくなったときなどに、
専用の居室に宿泊させる。

行政補完的(改正実施年度　　年度)

要綱等

補助
事業

□

570

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

323

09-01-30

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 地域で生活する障害者

手 帳 所 有
者 （ 身
体 ・ 知
的 ・ 精
神）

協 議 会 委
員人数

協 議 会 開
催回数

障害者総合支援法（国）、東久留米市地域自立支援協議会設置要綱

606

地域自立支援協議
会事業

要綱等

424 424 338 762

小平市 東村山市 清瀬市

09-01-32

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

１８歳未満の児童で、当該障
害又は疾患に係る医療を行わ
ないときに、将来において障
害を残すと認められるもの。

18 歳 未 満
の児童

医 療 給 付
を 決 定 し
た 障 害 者
の数
 
 
 
 
 
 
 
 


障 害 が 除
去 ま た は
軽 減 し た
障 害 者 の
割 合 （ 更
生 医 療 利
用 者 ／ 申
請者）

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
現状維持

160

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
　ここで計上されている事業費は協議会委員の謝金
である。地域自立支援協議会の設置については、障
害者総合支援法において、地方自治体の努力義務と
して規定されているが、都内のほぼ全ての自治体が
設置しており、維持するのが妥当である。今後、地
域での障害者福祉のシステム作りに関し、中核的な
役割を果たす機能である。昨年度までの人件費の見
積もりを実態に合わせて修正した。

育成医療事業

要綱等

636 285 143 208 85 721

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

意図
確実な治療の効果が期待で
き、障害の軽減につながる。

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）小平市

補助
事業

□ 該当

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

医療給付が必要な障害者から
事前に必要書類を提出しても
らい、市の委託医師に要否判
定を行なう。該当者には医療
券を交付し、入院等に要した
費用を医療機関に支払う。

評価：障害者総合支援法に基づく事業であり、妥当
であるので維持する。  平成25年度より東京都より
権利移譲。

323 247

その他（　　　　　　　  ）

政 策 的(改正実施年度　　年度)

障害者総合支援法
809 371 186 252 82 891

有効性 効率性 達成度

手段
・

内容

159

方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

606 734

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

方向性：
　今後当市においては、部会の増設・充実、協議会
の成熟が期待されている。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

1,340

有効性 効率性 達成度

障害者支援団体や関係機関、
当事者および家族を委員とし
た協議会で、地域における障
害者への支援体制に関する課
題について情報を共有し、連
携を図りながら体制整備につ
いて協議を行う。

09-01-29

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
身体障害者手帳、愛の手帳を
所持する市民。精神障害のあ
る市民。

手 帳 所 有
者 （ 身
体 ・ 知
的 ・ 精
神）

指 定 特 定
相 談 支 援
事 業 所 の
数

相 談 支 援
系 サ ー ビ
ス を 利 用
した件数

補助
事業

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

拡大

障害者総合支援法、児童福祉法
8,021 4,010 2,005 2,006 857 8,878

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

相談支援系サービス（一般相談支
援、特定相談支援、障害児相談支
援）を必要としている心身障害者か
ら支給申請書を提出してもらい、面
接調査の上、決定をする。利用者
は、事業所と契約をし、サービスの
提供を受ける。月毎にまとめられた
事業所からの請求に基づき介護給付
費・訓練等給付費を支払う。

障害者相談支援事
業

要綱等

給付
事業

■ 該当

要綱等
東久留米市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行細則

意図

障害者総合支援法に基づき、
障害サービスを提供するうえ
で障害サービス利用計画案を
提出する必要がある。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

92 46 23 23 741 833

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：障害者総合支援法に基づく事業であり、24年
度から法改正により支給決定プロセスが見直された
ことにより、障害福祉サービスを利用する全ての者
にサービス等利用計画案を提供することになった。

2,482 1,241 620 621 888 3,370

方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


